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１ 障害者に関する啓発・広報活動の推進等

２ バリアフリー・ユニバーサルデザイン施策の推進

３ 市民活動促進に必要な経費

４ 市民活動情報提供システムの構築に必要な経費

５ 障害者への消費者情報提供の促進

６ 地域コミュニティの新たな風水害対策【新規】

障害者の気持ちに配意した警察活動の推進

１ 恩給支給に必要な経費（傷病恩給）

２ ヒューマンコミュニケーション技術の研究開発

３ 高齢者・障害者向け通信・放送サービス充実研究開発助

成

４ 字幕番組・解説番組等の制作促進

５ ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの総合的

な研究開発

６ 身体障害者向け通信・放送役務の提供、開発等の推進

７ 障害者のIT利活用支援の在り方に関する調査研究

８ 公共分野におけるアクセシビリティの確保に関する調査

研究

９ 参議院議員通常選挙における身体障害者対策

10 障害者の採用の促進に係る調査研究【新規】

11 住宅用火災警報器の技術開発【新規】

12 災害時要援護者の避難誘導アクションプログラムの策定

に要する経費【新規】

13 視覚障害者向けマルチメディアブラウジング技術の研究

開発【新規】

１ 司法試験における目の見えない人の受験に必要な措置

２ 新司法試験における身体に障害のある者の受験に必要な

措置の検討等

３ 刑務所等に収容されている身体障害者等の機能回復訓練

に必要な機器整備

４ 障害者に対する差別解消のための啓発活動

内 閣 府

警 察 庁

総 務 省

法 務 省

平成17年度障害者施策関係予算の概要参考資料

●総括表
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５ 成年後見登録事務処理

国連社会問題基金拠出金（うち国連障害者基金）

１ 特殊教育就学奨励費負担等

２ 特殊教育設備整備費等補助

３ 障害のある子どもの理解認識の推進、特別支援教育の充

実等

４ 義務教育費等国庫負担金

５ 公立特殊教育施設整備費負担等

６ 私立高等学校等経常費等補助

７ 独立行政法人国立特殊教育総合研究所の整備運営等

１ 居宅生活支援サービス等の推進

２ 就労支援の充実

３ 発達障害者に対する支援

４ 社会参加等の推進

５ 精神障害者の社会復帰対策の推進

６ 良質かつ適切な精神医療の効率的な提供

７ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する

医療体制の整備

８ その他の施策

医療費の公費負担、手当の給付、制度改革に伴う

市町村等への施行事務費等、知的障害者(児)基礎調

査費、厚生労働科学研究費、国立厚生援護施設の

運営費及び整備費、他

９ 新障害者プラン

10 精神障害者に対する雇用対策の強化

11 多様な形態による障害者の就業機会の拡大

12 雇用と福祉の連携による障害者対策の推進

外 務 省

文部科学省

厚生労働省

施 策 ・ 事 業 名 平成17年度予算平成16年度予算省 庁 名

333,593
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5,940

(54,000ドル相当)

154,527,360

6,503,076

384,301

276,127

143,147,134

－

2,898,000

1,318,722

715,073,447

350,918,574

9,387,674

245,399

27,578,104

22,938,803
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13 福祉部門における就労支援の充実

14 障害者に対する職業能力開発の推進

15 その他の事業

１ 高齢者・障害者に配慮した生活環境の整備

２ 高齢者・障害者の食生活の健全化及び自立的活動の促進

１ 医療福祉機器技術の研究開発

２ 障害者等ＩＴバリアフリー推進のための研究開発

３ 知的基盤整備（福祉用具評価）

４ 高齢者・障害者対応型商店街の整備の実施

５ 高度人体デジタル計測システム技術の開発

（中小企業知的基盤整備事業のうち）

１ 鉄道駅におけるバリアフリー化

２ 旅客船ターミナル等におけるバリアフリー化

３ 空港のバリアフリー化の推進

４ ＬＲＴシステムの整備【新規】

５ 低床式路面電車システム（ＬＲＴ）の導入の促進

６ ノンステップバス等の導入の促進

７ ＣＮＧノンステップバス等の導入の促進

８ バリアフリー化建造費補助

９ 旅客船のバリアフリー化の推進

10 バス利用促進等総合対策の推進

11 高齢者・外国人観光客等の情報弱者支援【新規】

12 心のバリアフリー社会形成に向けた総合的な施策の推進

【新規】

13 交通バリアフリー教室の開催等交通バリアフリー化の総

合的な推進

農林水産省

経済産業省

国土交通省

施 策 ・ 事 業 名 平成17年度予算平成16年度予算省 庁 名

〈695,459〉
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－
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0

0
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－
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－
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0
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施 策 ・ 事 業 名 平成17年度予算平成16年度予算省 庁 名

14 交通バリアフリー基本構想策定促進のための環境整備の

推進

15 交通バリアフリー技術規格調査研究

16 大規模ターミナルのバリアフリー化に関する調査研究

17 ＩＣカード乗車券の共通化・相互利用化の推進

18 幅の広い歩道等の整備等による歩行空間のバリアフリー

化

19 官庁施設のバリアフリー化の推進

20 人にやさしいまちづくり事業

21 公共空間のバリアフリー化

22 障害者にやさしい住まいづくりの推進

23 その他

22,490

14,437

6,608

120,000

331,249,000

－

－

－

－

19,472

10,465

0

110,000

333,524,000

－

－

－

－

注 １： 障害者施策関係の額を特定化できないものについては、「－」と表示している
２：（ ）内は再掲分
３：〈 〉内は特別会計の内数
４： 総務省の９「参議院議員通常選挙における身体障害者対策」は、参議院議員通常選挙の都度予算を措置する

ため、平成17年度予算額が０千円となっている
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●主な新規障害者施策

事 　 　 項省 庁 名 概 　 　 　 要

障害者施策総合調査の実施

中央障害者施策推進協議会経費

バリアフリー・ユニバーサルデザイ

ン推進セミナーの実施

地域コミュニティの新たな風水害対

策

障害者の採用の促進に係る調査研究

住宅用火災警報器の技術開発

災害時要援護者の避難誘導アクショ

ンプログラムの策定に要する経費

今後の障害者施策全般の在り方について検討す

るための総合的な調査を実施。

障害者基本法に基づき内閣府に中央障害者施策

推進協議会を設置、運営。

関係行政機関、民間団体、国民等に広く参加を

求め、シンポジウム等を開催し、行政機関の施策

や民間団体の取組の紹介、バリアフリー化推進の

ための課題や今後の方策に関して意見交換等を実

施。

近年の水害について、被害要因の特定や対応方

策の改善点等の教訓を分析するとともに、地域防

災評価システムを活用した潜在的な水害危険地域

のモデル調査を通じて、高齢化等地域コミュニテ

ィの変容等の社会経済状況の変化に応じた新たな

水害被害リスク要因を分析し、その効果的な対策

に係る優良事例の収集・普及促進を実施。

障害者雇用の推進に当たり、国が率先した障害

者雇用の促進を図る必要があることから、国にお

ける障害者雇用の実態を把握することにより、公

務部門特有の障害者雇用に係る課題の抽出、雇用

促進のための具体的方策の検討を実施。

住宅用火災警報器等の『音』以外の有効な警報

の技術開発等を実施。

災害時における高齢者や障害者等災害時要援護者

の避難について、モデル地域を選定し、福祉部局と

連携した情報共有や実践的な訓練の実施等、消防団

や自主防災組織等地域の人的防災資源を効果的に活

用した取組やシステムづくりを行うとともに、その

実績を参考にアクションプログラムを策定し、地方

公共団体に対してノウハウとして提示。

内 閣 府

総 務 省
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事 　 　 項省 庁 名 概 　 　 　 要

視覚障害者向けマルチメディアブラ

ウジング技術の研究開発

居宅生活支援サービス等の推進

障害児タイムケア事業

小規模作業所への支援の充実強化事

業（４７か所）

重度障害者在宅就労促進特別事業

（バーチャル工房支援事業）

発達障害者支援体制整備事業

精神障害者に対する総合的雇用の実

施

放送・通信を通して提供される多様なコンテン

ツについて、共通の基盤（視覚障害者ＸＭＬ）を

介することで多様な形態での出力を可能とし、視

覚障害者が視覚に障害のない方と同様に利用でき

る情報提示技術を開発。

障害のある中高生等が養護学校等下校後に活動

する場について確保するとともに、障害児を持つ

親の就労支援と障害児を日常的にケアしている家

族の一時的な休息を目的として、デイサービス事

業所や小学校等の空き教室等で中高生障害児を預

かるとともに、社会に適応する日常的な訓練を実

施。

自立支援、就労支援等の機能の向上を図りつつ

新たな施設類型への移行等をはかるため、小規模

作業所への支援を充実強化し、地域での障害者の

就労支援を促進。

在宅の障害者に対して、情報機器やインターネ

ットを活用し、在宅で就労するための訓練等の支

援を行う事業者（バーチャル工房）に対する補助

事業を創設。

発達障害者の乳幼児期から成人期までの各ライ

フステージに対応する一貫した支援を行うため、

都道府県・指定都市に発達障害の検討委員会を設

置するとともに、圏域において個別支援計画の作

成等、支援の体制整備をモデル的に実施。

精神障害者の復職、新規雇用、在職精神障害者

の雇用継続を支援するため、地域障害者職業セン

ターにおいて、医療機関、事業主、家族等との協

働体制を構築し、事業主及び精神障害者本人のニ

ーズや状態に応じた体系的な支援を実施。

厚生労働省
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事 　 　 項省 庁 名 概 　 　 　 要

国土交通省

ＩＴを活用した在宅就労支援事業者

（バーチャル工房）への支援

地域障害者就労支援事業

ＬＲＴシステムの整備

自律移動支援プロジェクトの推進

心のバリアフリー社会形成に向けた

総合的な施策の推進

自立して在宅就業を行う障害者に対する各種相

談・支援及び事業主に対する広報・啓発等を行う

「重度障害者在宅就業推進事業」を推進するとと

もに、新たに在宅の障害者に対して情報機器やイ

ンターネットを活用し在宅で就労するための訓練

等の支援を行う事業者（バーチャル工房）に対す

る補助事業（障害保健福祉部にて新たに創設）と

連携して、同工房に対する技術指導等の支援を実

施。

福祉施設等を利用する障害者の雇用への移行を

促進するため、公共職業安定所が中心となり、労

働・福祉・医療保健・教育等、複数の分野におけ

る支援関係者及び事業主の連携・協力の下、就職

を希望する福祉施設等の利用者に対し、就職の準

備段階から職場定着までの一連の支援を実施。

低床式車両その他ＬＲＴシステムの構築に不可

欠な施設の整備に対し補助を実施。

我が国が世界をリードするユビキタスネットワ

ーク技術を活用し、「移動経路」、「交通手段」、「目

的地」などの情報について、「いつでも、どこで

も、だれでも」が利用できる環境づくりを目指す。

「心のバリアフリー」社会を実現し、ハード面

のみならずソフト面も含む総合的な交通バリアフ

リー化を推進するため、ボランティアモデル事業

を実施し、人的対応の組織化・活性化を促進する

とともに人的介助の制度化に向けた検討を実施。

また、交通バリアフリー教室の拡充、公共交通事

業者を対象としたモデル教育プログラム等の作

成、バリアフリーに関する地域のリーダーの選

定・育成等総合的な人材育成を推進。


